
令和8年1月19日現在

No 事業名 事業概要
事業費
（千円）

事業担当課

1
定額減税補足給付金事業（不
足額給付分）

　物価高が続く中で影響を受けている生活者世帯を支援するため、定額減税を
補足する給付を行う。 107,022 福祉介護課

2
フードバンク物価高騰対策支
援事業

　物価高騰の影響を受けて食料や日用品の購入が困難となっている生活困窮者
の支援に取り組む胎内市フードバンク協議会に対し、物資支援に必要な物品購
入費を補助する。

1,500 福祉介護課

3
こども食堂物価高騰対策支援
事業

　物価高騰の影響を受けているこども食堂に対し、安定的な運営が可能となる
よう食材費や運営にかかる費用について補助を行う。 300 福祉介護課

4 物価高騰対策低所得者向け省
エネエアコン購入費補助事業

  経済的理由により、省エネ性能の高い家電製品の導入が困難な低所得世帯に
対し、令和７年４月１日以降にエアコンを新規で設置又は買い換えた世帯を対
象に補助を行い、物価高騰の影響を受けている低所得世帯を支援する。

2,600 市民生活課

5 ひとり親家庭等物価高騰対策
支援事業

　物価高騰により経済的に影響を受けているひとり親家庭の子育て世帯を支援
するため、ひとり親家庭世帯に対し、児童１人あたり１万円を給付する。 3,800 こども支援課

6 市立保育園等副食費物価高騰
対策事業

　物価高騰の影響を受けている市立保育園・認定こども園の給食材料費に対
し、給食の質の確保及び保護者の負担軽減のため支援を行う。（令和７年７月
分から）

1,400 こども支援課

7 私立保育園等物価高騰対策支
援事業

　物価高騰の影響を受けている私立保育園・認定こども園の給食材料費に対
し、給食の質の確保及び保護者の負担軽減のため支援を行う。（令和７年７月
分から）

2,340 こども支援課

8 農業水利施設電気料金高騰対
策支援事業

　高騰している土地改良区の農業水利施設の電気料金に対し、農業者の負担軽
減に繋がるよう支援を行う。（対象は令和７年４月分から令和７年９月分ま
で）

1,000 農林水産課

9 給食費物価等高騰対策支援事
業（追加分）

　学校給食の原材料費高騰に伴う保護者負担を軽減するため、給食費の増額相
当分を市が負担し、給食費をこれまでと同額に据え置く。（令和７年７月分か
ら現在の補助額に追加で補助する）

3,220 学校教育課

123,182
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No 推奨事業メニュー 事業名 事業概要
事業費

（千円）
事業担当課

1
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

地域公共交通運行事業者支援
事業

　市民の移動手段を持続的に確保するため、物価高騰の影響を受けている地域
公共交通事業者を支援する。 1,000 総合政策課

2
①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

こども食堂物価高騰対策支援
事業（追加分）

　物価高騰の影響を受けているこども食堂に対し、安定的な運営が可能となる
よう食材費や運営にかかる費用について補助を行う。 300 福祉介護課

3 ②物価高騰に伴う低所得者
世帯・高齢者世帯支援

暖房費助成事業

　物価高騰等の影響を受け、厳しい生活状況にある在宅の生活困窮者（住民税
非課税世帯・生活保護世帯）に対し、冬季間の暖房費の負担軽減を図るため、
１世帯当たり5,000円を給付する。
 （特定財源　県補助金 6,500千円）

13,100 福祉介護課

4 ①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

フードバンク物価高騰対策支
援事業（追加分）

　物価高騰の影響を受けて、食料や日用品の購入が困難となっている生活困窮
者の支援に取り組む胎内市フードバンク協議会に対し、物資支援に必要な物品
購入費を補助する。

300 福祉介護課

5
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

病院・介護・障害福祉施設運
営支援事業

　物価高騰の影響を受けている病院、介護サービス事業所、障害福祉サービス
事業所の事業継続を支援するため、補助金を交付する。 22,500 福祉介護課

6 ①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

物価高騰対応住民税非課税世
帯生活支援給付金支給事業

　物価高騰により影響を受けている令和７年度住民税非課税世帯及び生活保護
世帯に対し、１世帯あたり３万円を給付する。 89,900 福祉介護課

7 ①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

物価高騰対応住民税所得割非
課税世帯生活支援給付金支給
事業

　物価高騰により影響を受けている令和７年度住民税所得割非課税世帯（均等
割のみ課税世帯）に対し、１世帯あたり２万円を給付する。 16,600 福祉介護課

8 ①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

ひとり親家庭等応援手当事業
　物価高騰の影響を受けているひとり親家庭に対し１万円、こども１人あたり
２万円を加算して給付する。 9,700 こども支援課

9 ⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

農業用機械高騰対策支援事業
　地域農業の担い手となる農業者の経営安定を図ることを目的に、高騰してい
る農業用機械の購入に要する経費の一部を支援する。（農業用機械の購入費用
の10％以内、上限1,000千円以内）

44,400 農林水産課

10 ⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

米粉用米生産農家物価高騰対
策支援事業

　生産経費の高騰分の価格転嫁が少ない米粉用米生産者を対象に、令和８年産
の米粉用米作付けに対し、10a当たり10千円を助成し支援する。 33,000 農林水産課

11 ⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

畜産飼料高騰対策支援事業
　飼料価格の高騰の影響を受けている畜産農家の営農継続を支援するため、補
助金を交付する。 14,100 農林水産課

12 ①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

物価高騰対策地域商品券事業
　物価高騰による生活者への影響を緩和するとともに、地域経済を下支えする
ため、１冊5,000円の商品券を全市民へ配布する。 141,000 商工観光課

13
①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

給食費物価等高騰対策支援事
業

　学校給食の原材料費高騰に伴う保護者負担を軽減するため、給食費の増額相
当分を市が負担し、給食費をこれまでと同額に据え置く。 20,510 学校教育課

406,410
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